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序 日本の犯罪に関する基礎的データ

どの留においてもそうであるように，法制度の最終絡はn日箔iI討!廷です。つまり‘
災主主義的なプロセスを経て制定された法律lこ違反した人々を，そのまま放践する

ことはできません。なぜなら，それをナ放置すれば，法律は婚に文字企f!?いた紙きれ

でしかないことになってしまうからですc 要するに， jS反者は何らかの方法で処認

されなければな与ません。それがnu郊です。
しかし，法律伝道守させるために，刑罰ができるだけ殺しいものであればそれで

良いというわけでもありません。刑罰は，それを受ける人の人擦を侵2与するもので

あってはなりませんさそれは，現行EPj三i主1)，ぷ法第 36条がつぎのように保障してい

るところです i公務員による持関及び残虐なJfU誌は，絶対にこれをと禁ずるj とコ

しかしまた. そのJfIJ;JiJは可IJ;認が有する…定のI=j!'I守に適合flなかっそのために効果的な

ものでなければならないことは言うまでもありませんG

こうして市訟のあり方について観察し考祭ずることは，その悶において法科Zがい

かに琢返されているか否か，さらに，その国の法文イとのありょうを溶解することに

もつながることでしょう。したがって本日は， El本のJTIj;liJ制度の状況，特{こ最近の

変{ヒについて概観すると問11寺{こ，そのような変{とに伴って，受刑容の権利がどのよ

うに変化してきているのか，つまち受刑者の人権のあり方について， していき
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ます。まず‘ その前提として， 日本の犯罪に隠する基縫的なデータそご紹介してお

きましょう。

1 犯罪認知件数

平成 22(2010)年の?犯罪白書jによると，王子成 21(2009)年の，刑法犯認知件数

{ふがJ239ヌ王子j二ですlしこの年の日本の総人口は約 lf忌2千 700万人強で、すから，

約 50人{こ…人が何らかの犯罪念p包こしていることになります 3 認知件数 239万件ー

のうち，自動車運転過失致死傷等特別法犯が 69万作二あまり，それ以外が窃滋など

一絞刑法犯ですc 窃盗件数は 129万件強ですから，総認知件数の約 54%が窃盗と

いうことになります。また，総認知件数のうち検挙された件数(検挙件数)は， 124 

万件あまちですc つまち，検挙率は，約 51%でしかあ与ませんc また，認知i件数が

最多であったのは平成 14(2002) 年で‘ 368 万 f~!二あまりでしたから，平成 21 (200ザ)

年までの 7年間で，約 129万{牛減ったことになります。さらに，検挙率が低かった

のもこの終分で，玉F‘成 13(2001)年{こは，刑法犯全体では 38目8%でしたが，平成 21

(20ω)年には 51.7%に持ち直していますわ。

2 検察官送致件数

また，王子成 20(2008)年の検察庁における新規受理人員は， 164万人弱3)で，その

うちの約 30'Ybが滋路交通法違反(特別法犯入約 44'Yc)が自動主将運転過失致死傷等

(J flJi1d~) ですから，約 74'}h の 121 万人は，仁{こ自動車関速の罪で、送致されたわけ

です忙したがって，残りの約 26%の中{こ，窃盗沙問。)，その他の一般刑法犯

(9.I'¥ω，その{むの特別法犯 (6.8'!，，)があることになります 3

3 起訴件数

さて，検察官{こ送致された約 164万人のうち， どのくらいの人が実諮に裁判にか

けられる，つまり公判諮求されるのでしょうか。実:ふ公判請求されたのは‘ロ

万人弱でしかありませんコそれ以外では，不起訴が約ヲ3万4千人，略式請求(公

判ではなく絡式決将による消{QIfIJの求刑)44万 l千人です5)。 したがって，送検され

た人の i%あまりの人しか，実際に裁判にかけられていないことになりますc

4 判決別件数

それではつぎに，公判諮求された約 12万人弱は，裁判の結采とのような判決会
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受けたのでしょうかc 同じく平成 21(2009)年には，死刑判決が 1i人，懲役・禁鋼

刑は約 7万2千人でしたc 懲役・禁銅刑のうち執行錯予がついた人が約 4万3千人

ですから，懲役・禁鏑の実刑になったのは 3万人弱です6)0 ちなみに，池方裁判所

における平成 21(2009)年の終局人員約 6万5千人のうち，然界判決ミナ得たのは i5

人引率にすると約 0.1%に過ぎませんご

こうして， 3万人弱が刑事施設に入ることになったのですが， この人数は，犯罪

認知件数 23ヲ万件のうちのほんの 1%強lこしかならないわけですから， 99%程度

の人たちは，身柄を拘束されることなし普通の生活ぞしていることになちますc

逆に震えば，犯罪そ起こした人々の，ほんの 1%という…擦りの人のみが，刑務所

など刑事施設に収容されているだけである， ということになります。

5 再犯

もう一つ重要な綴ぷ:ふ:再犯率です。死刑または事実上の終身刑でないl浪り，い

くら刑務所や拘援iiJT!こ身体令拘束して処認を加えたとしても，刑期が終了すれば，

てくるわけです。社会に渓った後に，再び犯~を起こす再犯主容は，

出所う王手後で観察すると約 60%ですお)。つまち半分以上の人は，再び犯罪を起こ

し烈務所などに舞い渓っていくのです。この再犯Z容を{尽くしていき，二度と犯罪

を繰り返さないようにすることが，社会にとっても犯罪者自身にとっても，大きな

利主主であることは関遼いないでしょう c そのために向が重姿か，また後ほど考察し

ましょう。

日本における主な刑罰の簿類と内容

平成 21(2009)年{二死刑判決が 1i件に下されたということからお分かりのよう

に，今日の日本{こは，死刑が存在していますめ。では，そのほかの刑務も合めて，

どのようなものが日本にあるのかを?線認、しておきましょう。

命前

日本の刑法第9条は I死刑，懲役，禁鏑， お1穏及び科料喜子会~J犯とし，没

収を付方11烈とするj と規定し，死刑を認めています。そして，その方法として，同

法 11条 1項において，「死刑{ま，刑事施設内において，絞首して執行するj と定

め，絞首，つま与首吊りによって生命を絶つこととしています。
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2 自治市

れ111<!:剥奪する刑罰である，懲役刑および禁錨}刊については，それぞれ刑法第

12条および 13条でつぎのように規定していますc I懲役{まー無期及び有i君!とし，

{f期懲役は 1月以上20年以下とするJt.c そして 13条で祭主!liIJfIJについて河様に電

熊HJJ禁鏑と 1月以上 20年以下の有Wl禁鋼合定めています。両者の遠いは，懲役測

には刑務作業が科せられますが，禁鏑別にはそれがない点て、す。したがって，一般

的{こは，懲役刑の受刑者は，臼中，所定のJfU務作業を:1子うために，刑務所内lこ設霞

されている工場{こ鈎きに出ますが，禁銅刑の受刑者は，そのような刑務作業は義務

でないため，ほ(ま一日中部屋のやに腐るだけとなります。なお，数としては少ない

のですが， 1日以上30日未満の期開，身柄ぞ拘束する，拘留という別部もあ与ま

す (1司法 16条)。

3 財産刑

最後の綴濯である財産刑には，罰金刑と科料があ札前考は 1万円以上，後者は

lヂ丹iよ/、1::.1万円未満の金良を奪われる7flHiljです (1司法 15条， 17 a長)。
それぞれの舵Uij類型には，特有の問題がありますが，今日取り上げるのは， この

うちの懲役刑についてです。

ニ 懲役刑受刑者の処遇に関する歴史と憲法理論

JJ!行の EI 本 iιIJ&(Ì去におし、ては。1;f~ 36 条で f公務員による拷 Il~J及び残虐な刑罰

は，絶対にこれを祭ずるj と定められ， JfU郊であっても f浅燥なj ものは禁止され

ていますし，近代滋;去の原則として，犯罪者にも基本的人擦の:将東が保揮されなけ

ればなりません3 また，刑務所における刑認の執行，つまり行JflJb，行政 i二の権力

行使ですから，法治主義の隊員リが資f放されなければなりませんc しかし，現行日本

国窓法以前の窓i去である明治慾法(大日本術!万Jl!i法)においては噌そのような原則

は必ずしも重姿視されていませんでしたc つまり，明治天皇が「統治権の総J覧者j

(fjfj治怒法第4条)として出家権力の全権を子学揮しているというのが原則でしたか

ら，受刑者の刑務所における処遇についても， I監獄法Jという法律によってある

程度定められ，一定の法治主義!京tlUが採られていたものの，日々行われる行刑の多

くの部分におし、ては，執行機関である刑務所長の裁誕に委ねられていたのです!())♀
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f監獄法j と特別権力関保

明治怒j去の下で一段約;こ容認されていた憲法理論が，特別権力関係論です。これ

は， ドイツの"iL議君主il，Uの下で認められていた理論を，明治政府が日本の憲法理論
に移撤したもので， I芸家と，国家と一定の関係にある人々との間の鍔係は，国家と

普通の人々との簡の関係，つまりー絞権力関係とは異なる，特別の欝係にあるか

ら，そのような特別関係にある人々の自由や人擦を制約するためには，法的な根拠

は不安で、あるというものでした11) また，そのような秘約合受けた人々は， それ

に不満の1あるとしても，裁判に訴えることができない，または訴えたとしても，裁

判所にはこのような器係の人々に認して下司法議まま擦が認められていないとされてい

たために，裁判所が受け付げなかったのです12)0 たとえばこのような特別権力関

係にある人々として， ffi¥l家公務員が挙げられます。 国家公務員{ふ l芸家の官僚制の

下に，君主から特別の池位~認められる代わりに，忠誠心ぞ持って職務(こ当たるこ

とが期待されていたためでしょう，その自r!lと権利の制限については，特別の法的

絞拠は必姿ないとされていましたc このような，特別犠力関係は，国家公務員だけ

ではなし国立大学とその学会ミとの関係や，刑務所と受刑者との関係にも適用され

ましたσ つまり，潤務所!:lJ&:I誌により，法的根拠なしに，その受刑者の自Etiや権手Ij

e制限することが認められるとされていました。
もちろん明治怒法7ぐにおいて，刑務所と受刑者との問を規律するための法律とし

て f監獄法jが存夜しましたが， 75 i務条しかないことからも分かるように，不…1-

分なものでした。そのコドト分さを布iiうために， 1tI41'や，矯正!品交などからl討される

数多くの通j急三111令なと，行政機誌による突設的立法が利用されていました。これ

ら尖質的意味の立法のほとんどは，盟会でillU定される法律と呉なり，ほとんど公開

されていませんでしたから， @]民のEIの屑かない/レー/レに従って，日々の行方IJが行

われていたことにならます日。

2 I監獄法jの下での判例

によって規律されてはいたものの，明治窓法の下で，特別機力関係が

通用しており，行iflJのすべてが行政機関のノレールと刑務所の裁量によって行われ，

肖法議室主は及{よなかったわけですが，間じ[監lW、法jの下でも，現行憲法の下で

は，特別権力関係はもはや通用しません。しかし「112獄法j という法律自体は，

2007.年ーまで有効な法律でしたから，その精神の…部は受け継がれたと言ってもよ
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いTしよう。では，現行窓法は， どのようにして ii監獄法jを受け継いだのでしょ

うかつ一つには， ìflJ事路設による被拘禁若手の自 111 のf!ìlJ líl~(こ関する判{9~が存ょとし，施

設の所長の裁量{こ枠がはめられるようになったことが挙げられるでしょう。それで

はつぎに，未決で勾関ちれていた被拘禁者にr~するものではありますが，m;姿判例

の Aつを紹介しておきたいと思Lいますc

iliifti裁昭和 58(1983)王子:6 1=J 22日火法廷 fよどまハイジャック記事抹治事件判

決J(L¥;袋 3i巻 5号i93頁)では， í よど号ハイジャック ~J}í'l二 j の新開記事全部を黒

くさ段ちつぶして抹消の i二，被拘禁者X等lこ記付したことが， X笥;の知る1怒幸せを了授

認するか否かが!笥題とされましたo '1可決において，段高裁は，制|裂が許されるため

には， rその開設を許すことにより監獄舟の規律及び秩序の維持と放践することの
できない密度の路答が生ずる相当の蓋然性があると認められることが必要であち，

かつ，その場合においても，右の制限の程度は，おのi湾害発生の妨11:のために必要

かつ合理的な範到にとどまるべきj としましたc しかし，結論的には，そのような

「相当の議然性jがあったと認めて， X等の請求は棄却されました。

この 'I~IJ例が示すところは，被拘禁者の自 I11 の制限は，施設の所長の裁廷に全面的

に委ねられているわけではなし被拘禁者Aの自由を認めた場合に， i放龍すること

のできない程度の !;l~詩が生ずる総当の議然性j がなければ，制限することができな

い，かっそのような制限をするi訪合でも， i!i1J限は f必去さかっ合源的な範限IJにおい

てのみ可能だ， ということでしたc そしてこの'FlJ決で示された「倒当の策然位:Jの

ぷ釈が，その般の滋阪においても!よく採用主れていくことになったのですul

3 刑事11文容施設j去の成立と法治主義

さて‘ EI本では， 2006 iド5月24EIから新たに宅現 rJflJ事Jlx容施設及び被収谷者
等の処;I:!:l.(ニ閲する法律(以ドi(l;こfnリタ収作Jilli;l立法)J Iわが路行されることになち

ましたが，これは先に11¥てきました同f;鋭、法jに代わるものとして，総定されたも

のですc 同法の11強行に伴い， rl)}iHi'Jr去jは200i年6月 i日に廃止され， この新たな
法律に慕っき事より完全なiti会主義が可能になったと言えますc しかし，この rfflJ 
事収容施設法Jの制定には，ある事件が関連していました。それは，名市屋刑務所

において 20例年と 2002年に発生した，刑務宮による受刑者に対する死傷事件だっ

たのです。この事件の概姿ミナつぎにお話しします。

筏念ながら名古犀刑務所で、発生した事件は， 一人の刑務'釘だけによるものでもな

ければ，一人の受刑者に対する-liJlきちの事件でもあちませんでしたら複数の刑務
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1ぎによる，複数回にわたる，複数の受刑者に対する季五{午だったのです。以下，…絞

的に名市屋刑務所事例二と呼ばれている二つの事件の概絡を述べますc

(1) 第一の事件

2001 fド12月，男性受刑者 1名が革手錠(?戸製!渓ベ/レ i、のliiif:交につけられた液製手

錠:ニド託手首令制定することで身体の白山を拘束するもの)'e装表された後に急死しまし

たc この受別殺は前日，刑務官によって，全線にされ，強烈な勢いの消防用水ース

で下半身{こ放水されていました。放水{こよち阪線裂傷が生じていたことが直接の死

協と3れたものですν

(2) 第二の翠{牛

2002 ir: 5月と守月(こも，先述の草子錠で11安部を絡め土:げられた受刑者2名が死
る事件が起き，特別公務員暴行陵虐致死事件(刑法第 195条)として，刑務官

8名が 2002ir: 11 月 ~2003 iド2月の間{こ起訴されました。

(3) 裁判所の判鋲

すでに判決が終定したものとしては， 2 名の刑務官について，~守 A(こf限界，劉

B(こ慾役 2ド執行綿子 3年の判ジとがでり総定していますっそのほか，

下記イの 2名{こも執行強予付判決が総定しましたむあとの 4名についてはまだ係争

中でずっ裁判ごとに見ると，つぎのようになちます。

ア 20例年 3FJ 31日名古屋地裁l約

8名のうちの 1人(磁石守長引について，必要がないのに革手錠そ使用し， r反
抗的な態度公示さないよう慾らしめの窓1'61J'e持ってこれを行ったと認定しまし

たc また，放水についてふ放水で死12~ となった[創設の傷が生じたと認定し，日E

当なJ[宗務ではなく違法 jとし，懲役 2年執行猶予 3ドの有罪判決を言い渡しまし

たむ元副肴守交日は控訴せずにこれそ受け入れ，判決{討議定しました。

イ 2005年 11月4EI名古屋地裁li入2008f手10段21El名古屋高裁， 2011王手 6

月28EI最高裁

然界全 ~ti援していた部看守;長 C と

で，矯JE行政lこ対する信頼を損なったj として， それぞれ懲役3

懲役 l年 2月執行鎖予 3年合言い渡しましたが，両者とも按訴しました。 2008年

10月初日の技訴審判決は， 1議の有罪を綬持するとともにJf日記を丞きに変更し
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それぞれ懲役 3年執行綴予5年および懲役 i年6fJ執行猶予3年としましたc これ

にみjして雨被i白人は，何年 10月22日に l二台しましたが， 2011 {ド6fl 28 1=1 

で1::つだJ;ll，高裁判決カ1限定しましたc

ウ 200i fド3月30日名台屋地裁 (:I'ljWlj集ヰとな絞)18) 

受IflJ去の死傷i京国営 f刑務官が事手錠のベノレトミ了きつく絡めたためj とし，桜子

錠ぴ)施IIj(ま f苦痛をケ与えて従わせ規:slt{f維持する [1的だったjと認定し， lllU宥守;民

主に懲役 34ミ執行錯予5年，看守 F(こ懲役2iJ'まJ¥i汀itq予3i.ド，看守 G(こ懲役lSl三

執行総予 3fl三，看守長 H(こ懲役 2年執行綿子 351-'を言い渡し，看守八{こ対しては

主l~!i手伝言い渡し確定しましたが， {I也の4人は撚訴しましたc その後， 2010年2月

初日に控訴審で公訴棄却の判決がドされましたc したがって， 2011年 7月現在で

は， 8人の被告人r1"4人についてまだ最終的な決着:がついていない状況ですc

なお， この事件で跨題となったf転手錠は，すでに廃止され，存在しなくなちまし

たから，現在では使用は物理的に不可能ですっ(現在{ふ革手錠の代わりに，第 1

種子錠および~~ 2磁手錠が使われることがありますが，腹部等を締め付けることが

可能なものではありません)

このような，あってはならない事件をきっかけに， r監獄;法jが見直され，昨日I
l以ず干潟i没法jが成立した 19)わけですが， その中でどのような点が変化したのか，

つぎに概観していきましょうっただし，注意しなければならないのは， このような

事件の発生は i!1iij刀、ilミJという明治11寺代以米の法律にのみ，その原i還があったと

は決して百えず，それたJ、Lに，たとえばJflJl芳所にその定員以上の受刑者が収谷され

ているというー過剰収得0)問題20)があったことを見過こすべきではないことで

す。もちろん，だからと言って，過剰収詳のみが学科二の11日:ーの原剖ということでも

なく，多くの!創設がmなったものと考えられるでしょう

四 f刑事収容施設法Jによる受刑者の権利の明確化

特別権力関係論の影響の←れこ制定された f監獄法j においても，確かに一定のtffi

利とその制約について規定され，制限等が刑務所長のまったくの裁長に委ねられて

いたわけではありませんが，広範に認められるような規定であったことは否定でき

ないでしょう。したがってこのような点は，限定的かっ明確に規定することになり

ました。では，以下いくつかの具体例を{既観しましょうれし
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1) 受刑者の?左手Ij義務 (2綴2jfl: 7・8話i)・i隊長の権限の明確化 (2綴2jv: 9・12主Ii)
宗教 i二の行為，儀式行事，教務の自由，書籍・続出の閲覧，規律・秩序維持のた

めの儲誼の要件が明確化されるとともに，慾箔の要件・怒類が法律上明確{とされま

しfこ22)。

2) 処遇の充実 (2綴2主主 10伐i)

作業以外{こ，改議指導・教科指導の C!it震皇制・暴力問書iU況指導入外部通勤

作業が新設されるとともに，処j怪奇ナ受刑者ごとにi国別化し，処遇要領が作成される

ことになりましたおし

3) 受刑者の生活水準の保津(1綴2~~~ 4・6fin) 

衣類・食事などの給貸与，自弁物品の使Hj範陸l'姿子!二が明確化されるとともに，

保{慾衛生・医療上のJ琵誼(特{こ指名医制度，間法63条〉が明確化されました2，))。

4) 外部交通の保障・充災(2綴2江11節)

出会・信者発受の{呆際(lH 条 2~， 130条が明文化され‘場合によって電話ーに

よる通信が可後とされました (146条)。

5) 不服申立て制度の怒儲(2綴2J~! 13節)

結i設の;長による諮援に不Il良ある場合の審主主のilIU皮(矯正区長あて、 15i条)，法

務大臣への苦情の申立 (166条)が可能とされ，明文化されましたc

6) 行JfIB軍営の透明1'1:の確保(1綴2ij'!') 

刑事施設祝祭委員会の設liまおよび視祭・受刑者との頂i僚の採取(協力依綴樹氏 9

条三ノ室入「窓兇・提案者jおよび当面について施設によるf探検資が保障されました

け条主iJ)0 

このような法制 i二の大きな変化のゆで，たとえば名お屋刑務所事件でも問題と

なった保護室収容に関して， どのような法的根拠が存在することになったのか検討

してみましょう ο 月議員または他の受刑者に対するさえ言・暴力事犯など，

{二女すする違反カ1あった湯合，一時的にその者 るために，保護室:こ収察する

必要が~l::じますが，その保護室の使用について，以下のように， I刑事収容施設

法JJ::，明文が設けられ，それまではほぼ認のやで彼われていた保護室収容につい

て，法律という形でより谷坊にl主11えが浬f認できるようになちました(法7ヲ条 l

rmっすなわち， i ~ 1~1 身を傷つけるおそれがあるとき。 二次のイからハまでの

いずれかに該当する場合において，刑事胞設の焼事普及び秩序を維持するために特に

必要があるとき c イ刑務-g.のH山L:に従わず，大声又{ま綴?去を発するとき。 ロ他
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人{ニ危ii?をァ方nえるヰヲそれがあるとき。 ハ刑事施設の設備，苦言兵その他の物ぞ破綴

し又は汚損するおそれがあるときーですc

日fiJ'H収容施設法j成立以前の「監獄法J(ニオゴL、ては、「保護mJの使用について

の定めは‘ rj架設房使用についてJ(1967"]'の f橋正局長通達J25)) (こしかなく， r室長
以法jにおいては，そもそも， r保護JiIJというJUMfすら存在しませんでしたc ま
た，この通達では，i日以内の保護m収谷が認められ‘その後の更新については 3
日ごとにできることになっていましたから，現ず五の「刑事収容施設法Ji9条3項

が定める 72U寺院，つまり原則 3[1 i砲の収谷可能WHおと、-18[則市ごとの更新，つま

り2Bごとの更新の方が，収容する測である刑務所に対して厳格になっていると震

えます。また開条 5項{立，刑事施設の交に対して、収容11寺および更新時に「速やか

に……被収容者の健康状態について，……~自ìnの〉言、見守聴かなければならないJ と

し被収容者の身体的状況の確認を義務付げますc このように宅問題となった係議

案の使用について，法律によって， 一定の歯11二めをかけようとする意思がこめられ

ていると考えられるでしょう c

さらに司外部交通については，出所後の社会生活{こスムーズに復帰できるよう，

家族だけでなく，基本的:こ殺とでもそ子絞のやり取りが認められることになちました

(例法 126条)が， 1カ月あたりに認められる手紙の通数についても， 130条2項

で‘ Jjミ低て、も H.liの発信が保障されるようになりましたc また，受刑状況が俊れて
いる受刑者である，優遇熔ltll綴の者については，行j4cj26)で， i信者のi菌数を 1月

:こっさい必以!こに定めることJ(54条(1.r})が認められ， r改善E芝生の意欲'3?喚起す
るj (法約条)ことに役立つようにされていますc ちなみに，それまでの「監獄

;ょっにおいては，処遇に関しては通達にょう， r ~卒;進処遇j という方式が係られて

お札受刑者喜子入所持に 4紋(こ伎i夜Nけ，そこから…定の期間，開題なく過ごす

と，一つずつ級念上げていくように分綴していましたo -1級の者{こは月に 1通の手

紙しか発信が認められずヲ 3絞の者には月 2j這， 2級(こはJ1!!!1通， 1級には随持と

いう呉合{こ， J丞数を::1¥持やすという方法が採られていました27)φ このように外部交

通を通じての社会復帰可能性を重要視するfJf凶01)(谷胞設法j においては，月{こ4

速の最低保都合法的機手IJとして認めたのです(法 130条2項)0
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五 結び一一今後の課題

名古屋刑務所の苦手作二をきっかけとして， ï監lW\~おが廃止され，代わって「刑事

収容施設法jが成立した経緯，そして f刑事収容路設法jの内容をナ綬践してきまし

た。その内容には， r霊長JilK法jの下において，通達ゃ省令によって認められていた
事柄，または，すでに実施されていた若手柄もあります。しかし，法律によってオー

ブンな形で，かつ，よち詳細lこ，それら受刑者の権利が明議{こされ， i来i議されたこ

とには，大きな意味があると言えるでしょう c さらに議委な苦手柄は，外部交通の保

路の拡充や，新たな保障としての改議指導等のブrログラムの導入です。これらは，

の下では，受刑者ーの身椛拘束と処箭が，刑務所に犯罪者全収容すること

のや心的理由であったものを， r刑事i反察施設法jの下では処諮と向怒皮:ニ，また
は場合によってはそれ以上に， l'与犯妨[1このための矯正教管と円滑な社会復帰(二重点

が設かれるようになったという事実に基ついています。かつてのように f写犯ネが

60%以とであれば，いくら犯罪防止に社会が努めても，受刑者の数が急激に減少

することはないでしょう 28)0 また，社会にとっても，犯持者にとっても，犯罪が

ない，犯罪そ起こさない，起こさせないことのほうが箆れているということは，論

ずるまでもないことです。したがって，社会に11¥てから二度と犯界全起こさないよ

うにするための，矯正教7ぎや就労支援ブログラム{ふ高〈認知liされるべきですなも

ちろん，そのようなプログラムの実効↑主・有効性セこれから検託していく必要があ

るでしょう。そのような試みのーっとして，たとえば名古援刑務所では，受刑者の

をケポイントイとし [湾入率j との[基B惑をご調査しています。それによっ

て， どのような特性守千ぎする受刑者に{ふ どのような矯正プログラムミ?との程度実

施することが，最も有効なのかを明らかにし，限られた時限的・人的資源を;'!lff!tJ.c'こ
しないように努めようとしているのです29)c そのような統計学的な兇地からの謁

査も，今後は全図的に繰り広げられていくことが期待されますっ

さらに，今後の課題としてもうーっ;忘れてはならないことは，

と，受刑者の矯正教育および社会復帰との架矯です。すでに一郊で犯罪被害者と受

刑者との対話の試みが始まっていますが，被害者が，加害者の玄任を追及し A室認

を科すことに成功したとしても，その加害者が社会に出てきた後{こ，持び犯5容を起

こすのであれば，その丞舗にどのような意味があったと言えるのでしょうかつそも

そも人は，役者によって規律される他律的な存在ではなし自らが自らを規律する
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1'1 rjt的な存在であることを求められています。別の言い方を了すれば，人{主主主米， 1'1 

wnななfバ日でしかわりえませんc つまり， 581ifl者{ふ自らが‘心からそれを後悔
し Ix::tiL，悔い改め， もはや犯罪を起こすことのない人的!になる努力企すること
によってしか‘罪ぞ倣うことができない存在であり，自らがその意味を了間解できな

L 、処~i司令， [主i家や刑務所長など他者から加えられることによって，犯した採がfl'tわ

れることは本米的にありえません。受刑者が，自分の;!iJミブJl!lfl詳し悔い改めー社会

復帰することこそが，社会にとっても，58if~被安者にとっても，本米的に議姿なこ

となのではないでしょうかっ逆に，犯罪者が何年も何年も，その意味{f理解するこ

となし毎日毎日，同じ作業を黙々と続けることによって，その)iilがfnわれること

は決してないのですc そのための方法として，受1持者と犯罪被;冬季号が対話す‘る機会

を持つことによって，受刑者の非合克服してし、〈手助けとする修復的司法の方法と

災裁につし、て，さらに検討がなされるべきかもしれませんG

したがって，私たちも，被害者は~tììJ守求め，加害者はその刑訟を黙って受け入

れ承服すべきものだ， とfilヰーがjに決め込むのではなしさまざまな被害者，さまざ

まな加111与者が存主r:するという事実/<f理解し，力11答者も も，そして私たちー絞

の人も，理想的な人間とはとのような姿なのだろうか，理想的な刑官官とはどのよう

なものなのだろうかということについて，さらに真剣{こ考えていくべきではないで

しょうかc

ただf:ìt~こ，犯)ììl宥の主者約を拘束し，一定期開‘処誌のために刑務所に入れて刑務

合主せ， JflJJ羽が満了したら社会(こ戻す， というだけの服部制皮では，れに!豆l家

が‘1'8 :J 11:{í-および犯 ~TI に対して‘その能力を誇示して満足しているだけのようで，

i釦こ総本的解決方法の模索をffll!註することになってしまうのではないでしょうかC

4iiiに， IJII評者お、よび被主tfí~ ミf 支媛する途~，人将1H!i~Fmo) 絞}，;よからも，在、たちり:会

が.j5\~るべき 11与が米たので、す。そして，そこでは，犯罪者には:討を了，つまり刑罰i は基

本的に込:ril.苦痛である，またそうでなければならない， とする伝統的な応報概念

からはtll'1'1かけ離れた，?寺巡{とされた人権観念に基づく新たな服部i概念への変化

と， JfU罰の日(I~に閲する新たな考え方への変化が求められているのですc

本日は， こ浴lf:~!、ありがとうござし、まし fこC

ヲ一、プ〉

(本的は， 20例年 101] 30 LI (こ隣市大学校におL、てね:われた続出臼ILi守主的交流会

における被告銀総{こ，資料のアップデートなど‘ "ai;修正念加えたものですう 111終

佼iE20日 {toi I'J) 



(第 l綴告) El本におげる受Jflj:'J守の機利の変字予

)i 

1) 法筏名法務総合研究所綴i3r:.w自治(王子成 22'FJ波)……flHl.!.liJJJl:施策の交尖
(2010 i手)1 頁 (http://www.moi.go.ip/contcnt/00005i052.pdO，(以ド J討議号はこ

のウェブ LのpdfJ況による)

2) ¥IiW:‘ HL検挙之容は，犯mlのfllH設によっても jくさく Lo1なる c たとえば，窃i?'iの

検挙本{まi尽く， 27.9% (平成 21(200幻']つであるのに対し，殺人のそれはヲ広三%で

ある。ぷも後寺会本が低いのは，器物III淡で 7.1可():;

3) Jiijil:， l1"fL 

~) iliJit， 121fL 

5) ]Iuit， 11 YL 

6) 閥的c

7) 問浩司c

日) 法務省法務総合研究所総 fdr:.m.q'J市(王子日完封)年絞) i'!れぬ犯3辞表の実態と処

j滋 (2008 "手)3頁， 129lT (平成 14(2002J 51: (こ泌総釈放された人が琴平成 19

[2007; 51:までの 5年間11こ雨入汚fしたよf;[58.9%L 何年の佼釈放者の再入ヰ;{lふ

36.1%L 

9) I汚"]:， jlE)fせは 7人{こ対して執行されたc

10) 潟mネ_.受耳IJ詰まの法的地位………受)fIJ殺の人総JSiUl日本一.i斜度til'ー綴!JflJ務所
改革 総務所システム湾総築への指針(日本評論争1:，2007 iF) 3~ 1'[以下。

11) iお浮き科会ぷ法改j三!況は (i守林計段， 1995 "n 430 ネ予支部ftj~~~: 三法学 II iぷ

itミ総論(手3斐II5'J，1994 iF) 246-2501'L 266-279変。

12) I寸前)

13) 菊llJ5pー I1本のJfiJi主)i)fj (波;波新，1;'，2002:fF) 48-107!L オ三十Itfi三・平EfI事11

r IIiJ1JJ政策絞215はej3奴 (Ii史文せji:， 2006 iF) 169!Lなど
14) {fi'li弘前fHi主11，.131 良、芦品n;，!IU U:l iJ: 11， 275-276!L おも号事i之ほかれき~i.去半Ij

{発rrIII三1[立~ 5 J却(イすさをi乳 2007 "F) 38-391乏などc

15) r刑事総，1支及び受刑者の処滋守f;!こ関する法律J(平成 17iF 5 JJ 25 H法律主fS50 -~}) 
-'f~fiX: li ir' 5 FJ 25 El土と1ti・51LJ或18"l~ 5 月 2~ 11fj!返ffっ そのQfZ‘ 5FIぷ18"t: 6 IJ 8 lclit 

w江158 ~7子による改正で，現 Df何十11](公施設1えび後i民持者等の込速に関する法干!tJ 平

成 18il二6JJ 8日公布・王子力rX;19今6JJ 1 EI施行こ

16) 平成 l~ "j三(わ)詰fJ2921 .~j' ， 平成 15 !tド(わ)2i'i 5約一け 将官IJ公務只暴行段段致i払符

yjlj公務只暴行隆史致死tiilI)J被告ヨH'!:，

17) 平成 15年(J.，)らi422忠平成 15iド(わ)第訪日号1"!})JIJ公務[1暴行俊彪致死被

1'1:， li昔話ll}J被告?なH'j二戸

18) 向上綬尖 r1'，，1，1長JflJ務所ぺMj:その後 取手錠事件{こ閉する名古屋地判 200751"3 

n 30 1I i'契機としてj法学セミナ… 52~ 7.'i士 (631勾・ 2007ijC i Ij) 8-10 1'f多!弘
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iり) d何事以符施設・被i佼持者j{/f:処;込;去の成立と課題j別手法ジャーナノレ5号 (2006

'i' 10汚)Uf以下参照ご

20) fjf2m't:I;!} (平成凶作絞り m:mj~j ，li- (ギィ炎 lヲ年絞り 5犯罪 j~1 iU: (平成 20{I: 

n反はおよび f6f2mlj'，rflF(平成 21{j:絞りによると， 2005 il:の成人刑務所l火災人1.'，)
かよび収容ネ (U正決) ，ふそれぞれら8，31ヲ人および 116.0%，1006年:主的ぷ)]人お

よび 115.0(~υ ， 200i 51:は 70，625人および 104.4%， 2008 {j: は 6ï ，6ï2 人および 97.6(~()

で，初めて 100%'5: 1、1主!ったコ

21) I特集 行JfIJの現状とifi!滋 JfIJfjI収容施設法施行f&O)f会長引法律終報80~9 号

(2008 ，ド8月)の諸論説参!役
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